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 8 月 1 日、定例のなんば宣伝を 9 名で行いました。 

今回から「STOP 消費税」とプリントしたビブスを着用。

20 名から署名が寄せられました。 

 

 

 

 

 

 

 

消費税の増税に反対する関西連絡会ニュース 

“STOP 消費税”ビブスでアピール 

2024.8.9  

＜今後の予定＞ 

■8 月 30 日(金) 

■10 月 1 日(火) 

11:45～12:30 

なんば・高島屋前 

＊雨天中止 



2 

 

連続学習会「社会保障の仕組みと課題」 

   ＜生活保護＞    
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      ＜医療保険＞       

7月29日、30日に開かれた学習会では、日本の国民皆保険制度の優れた特徴を再確認し、健康におい

ても自己責任を持ち出して給付削減を進める政府の方針が厳しく批判された。 

以下、大阪府保険医協会・田川研さんの講演内容に基づき、医療保険の仕組みと課題を整理する。 

皆保険の３つの特徴、引き上げられる個人負担 

日本医師会は、日本の医療保険制度には

右の３つの優れた特徴があるとする。 

 医療保険には、75歳以上の全員が加入す

る後期高齢者医療制度、被用者対象の３保

険、それ以外のすべての人が加入する市町

村国保がある。 

現在の国保加入者の4割は無職（退職者

含む）、3割が非正規雇用労働者で、自営業

者は１割強。平均所得が低い加入者が多

い。平均年齢が高く、給付が増え、保険料負担率が高くなる構造的な問題を抱えている。65～74歳の前

期高齢者については被用者保険から国保への財政調整が行われている。 

2018年度からは都道府県が国保の財政運営の責任を担うことになり、市町村には一般会計からの繰入

解消の加速が求められている。国の定率負担は2005年度の40％から、2012年度以降は32％に引き下げら

れている。また、所得割に加えて、１世帯当たりの均等割と家族人数に応じた均等割があるため、所得

が低い世帯でも家族数によって負担が重くなる。低所得世帯では年収の2割程度を国保保険料が占める

例が少なくない反面、年収1160万円以上の世帯はどれだけ収入が多くても年間上限額106万円の負担に

なっている。 

被用者保険の保険料にも上限がある。協会けんぽでは標準報酬月額139万円（年収換算で1668万円）

以上で、年間保険料の個人負担上限が100万円程度である。会社役員も被用者保険の加入対象であり、

①国民皆保険…すべての国民が公的医療保険に加入。 

②フリーアクセス…どこの医療機関でも、どの医師で

も、自由に医療サービスが受けられる。 

③現物（医療サービス）給付…診察、医療、投薬が、

窓口一部負担金（75歳以上：1割、一定以上所得者2

割、現役並み所得者3割。70歳以上：2割、現役並み

所得者3割、70歳未満：3割、義務教育就学前：2

割）で受けられる。 
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高額所得者の保険料は大きな逆進性を持つことになる。 

 

（厚生労働省web「我が国の医療保険について」より） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

70歳以上の窓口負担は1973年からの10年間、無料だった。1983年以降、段階的に負担が増やされ、

2018年に70～74歳が原則2割負担、75歳以上が原則1割負担、70歳以上現役並み所得者が3割負担とな

り、2022年に75歳以上に一定所得以上2割負担が導入された。現役並み所得は単身年収約383万円以上、

一定所得は単身年収200万円以上である。窓口負担の引き上げは受診抑制、重症化につながることが指

摘されている。重すぎる保険料、窓口負担の見直しは急務である。 

狙われる保険外し ～ 国民皆保険の堅持を 

 国の医療費抑制政策は1980年代に始まり、90年代の橋本内閣と2000年代の小泉内閣での構造改革へと

続き、2008年に治療長期化リスクの高い75歳以上の高齢者を対象に、医療費実績を反映した保険料設定
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の仕組みとして後期高齢者医療制度が創られた。 

 2011年の「社会保障・税一体改革」で、消費税10%への増税と社会保障制度の改悪がセットされ、

2014年には消費税8%への増税直後には、70～74歳窓口負担が1割から2割に倍増された。2015年スタート

の改革工程表は今も継続されている。2019

年に消費税10%、2022年に一定所得以上後

期高齢者の2割負担が実施された。 

今、国は「3割を超える窓口負担はとら

ない」とする一方、“保険給付外し”を次々

と導入している。今年の財務省・財政制度

等審議会の建議「我が国の財政運営の進む

べき方向」は、国民皆保険の特徴を真っ向

から否定する内容になっている。「公的保険

でカバーする範囲が広く」、「患者にとって

は、負担が低く、コストを抑制するインセ

ンティブが生じにくい」等として、「保険給

付範囲の在り方の見直し」「費用対効果等の

経済性」「軽微な不調は自ら対応するセルフ

メディケーションを推進」等を打ち出す。 

また、「マイナンバーを活用して、金融資産の保有状況も勘案して、負担能力を判定するための具体的

な制度設計について検討を進めていくべき」、「現役並み所得の判定基準について世帯収入要件について

見直しを行うべき」としている。これらは、70歳以上で窓口負担が2割・1割にとどまっている低所得者

を3割負担に組み込んでいくことに利用される危険がある。 

 

田川さんは「健康は、個人の自助努力のみで維持・増進できるも

のではなく、自己責任で片付けられるものではない。」（厚生労働省

「保健医療2035」より）を紹介し、「医療へのアクセスは人権。、国

民皆保険制度の枠組堅持を」と呼びかけた。 

 

（＊学習会概要は大阪消団連機関紙記事を転載） 

 

    ＜参加者の感想から＞     

最低限度の生活をするための生活保護の申請承認が

とても難しい（厳しい）現状がよくわかりました。

憲法で保障されている人権がこんなにないがしろに

されていることを悲しく思うのと、私達自身もっと

関心をもって権利を訴えていかないといけないこと

を感じました。欧州はそれゆえ人権守られる。無関

心、あきらめはだめですね。私も勉強しないと。 

所得の差が医療を受ける時にも関係してくるんです

ね。お金がないから保険料払えない、医者にもかか

れない…でも人がちゃんと暮らしていくには食，医

療，教育の面で国がしっかり保障していく必要があ

ると思う。 

超高齢化社会の日本で、医療費抑制に躍起になって

いるのはおかしいです。マイナ保険証を無理やり導

入して、資産を把握するための個人番号制度なんだ

ということをどれだけの国民が知っているのか。 

生活保護基準が引き下げられて、物価上昇しても考

慮されない、健康で文化的な最低限度の生活が保障

されないことはおかしい。 

生活保護の捕捉率が低く、ケースワーカー不足、貧

困は自己責任とされる風潮の日本はどうなっていく

のでしょう。社会保障の充実のための増税と言って

いるが、報われるほうに向かっていないと思う。 

生活をすること、教育を受けること、働くこと、生

きること、死ぬこと、自己責任なんて言わないで、

人生の大事な時を安心してむかえられる国にした

い。子どもたちのためにも、仕方がないと思わない

で、事実にしっかりと目を向けていきたいです。 

財政制度等審議会建議資料 

「保険給付の範囲の在り方の見直し（総括）」より 


